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答申② 環境報告書の記載事項　(P.8～)

  環境報告書の記載事項は，各種ガイドラインへの準拠が求められている。
大学の本務であり評価対象と考えられる，教育・研究・社会貢献において，
環境配慮へ資する取組など，本学独自の記載を充実させる必要がある。

項   目 内   容

はじめに
  学長緒言

Ⅰ 環境基本理念・基本方針 答申①の「山形大学環境宣言」

Ⅱ 大学概要 「山形大学概要」より抜粋

Ⅲ 環境配慮運営組織 答申③のＥＭＳ体制

Ⅳ 環境配慮活動計画 環境目標，実績，実施計画

Ⅴ 事業活動に伴う環境負荷及び
 その低減に向けた取組の状況

Ⅵ 法令遵守状況

Ⅶ 環境配慮行動

環境配慮に資する研究

環境教育

教職員・学生の環境活動
（社会的取組）

情報開示，環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの状況

大学生協，財団等の活動

その他

結び

光熱水量，薬品使用量，用紙等
それらの低減対策の状況

環境関連法規等一覧

代表数件の概要及び一覧

マスコミ媒体，HP，広報誌等
の関連記事，ｾﾐﾅｰ･ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ等

本学関係団体・企業の取組状況

特にネガティブ情報等

独自色が現れる事項 （P.9・10）

答申④ 各部局の独自性について　(P.15)

  環境報告書には全学の取組を記載するが，各部局独自に，それぞれ特色あ
る取組も記載する必要がある。本答申では，各部局等より収集した部局独自
の取組や事例等を別添として取り纏めた。環境報告書作成時に参考にして欲
しい。各部局の独自項目に関する情報は，EMS実働体制下においてデータベ
ース化され，教育・研究・社会貢献等の項目別にとりまとめ，ステークホル
ダーによる開示・協力要請に際し即応できるよう備えておくべきである。

ＷＧでの検討

  学    長

研究教育評議会

【今後のスケジュール】

答申

「山形大学環境宣言」（答申①）学内外公表

ＥＭＳ実働体制稼働 （答申③）

情報収集

環境報告書作成

意見収集・監査 改善案の検討

指示・実行

051205

051214

年度内or
060401

年度内

↓以下毎年

毎年9月

ＥＭＳ
ＰＤＣＡ
サイクル

「環境報告書」は，年度の実績について
取り纏めたものを，

2006年9月中までに公表。
（法によると，2005年度から摘要し，

毎年事業年度終了から，
6ヶ月以内に公表することとされている）

（P.17）

現状

持続可能な
循環型社会の構築

「自然と人間の共生」
世界規模で具現化へ

本学の理念
「自然と人間の共生」

本学の理念
「自然と人間の共生」

「山形大学環境宣言」「山形大学環境宣言」

教育・研究
の推進

教育・研究
の推進

全学構成員
の心得

全学構成員
の心得

規範

ＰＰ

ＤＤ

ＡＡ

ＣＣ

教育 研究理念

資源・エネルギー
使用の合理化

負荷の軽減
汚染・破壊の予防

地域社会
との連携

社会へ成果の
公表・還元法規等の遵守

環境宣言イメージ図

答申① 山形大学環境宣言　(P.5～)

  環境配慮基本方針の制定と公表は，本学の環境配慮への取り組みを方向付ける
ものであり，これをステークホルダーへ誓約するものである。

                      「山形大学環境宣言」
山形大学は，次に掲げる基本理念と基本方針に則り，持続的発展が可能な循環型社会
の形成に貢献することを宣言します。
                                   基本理念
山形大学は，地球環境の保全，人類全体の幸福ならびに国際社会の平和的・持続的発
展に寄与するために，自然と人間の共生・充実した人間教育・社会との連携重視を，
２１世紀の基本理念として掲げています。
とりわけ，「自然と人間の共生」を最重要課題として位置付け，大学活動の全てにお
いて環境に配慮する視点を取り入れるとともに，教育・研究機関の社会的使命として，
環境保全に関する教育と研究を推進し，その成果を社会へ公表・還元していきます。

                                   基本方針
１．環境保全活動を促進するために，関連する教育と研究の充実を図ります。
２．大学活動の全てにおいて，環境に対する負荷の軽減を図り，地球環境の汚染と破壊
  の予防に努めます。
３．環境保全及び環境改善を効率的に推進するために，山形大学環境マネジメント体制
  の継続的改善を推進します。
４．環境保全を持続していく社会の構築に貢献するために，地域社会との積極的な連携
  を図ります。
５．大学活動の全てにおいて，環境に関わる国内外の法規，規制および提言等を遵守し
  ます。

この宣言は，学内全ての学生・生徒・児童・園児・教職員・関連企業職員に周知徹底すると共に文書及びインターネット等を通じて，広く社会に開示します。

平成○○年○月○日
国立大学法人山形大学長

（P.6・7）

答申③ 体制の構築　(P.11～)

  環境配慮に資する取組を充実するには，環境マネジメント推進（EMS）体制の整備が必要
である。しかし，安易に新たな委員会等を設置することは業務効率の低下をまねき，望まし
くない。  本学の中期目標・中期計画および年度計画には既に，環境配慮への取組が，計画・
実施されていることを考慮し，これ
らに内包する形で，環境マネジメン
トシステムを組み込む方が，効率よ
く環境配慮へ取り組むことができる
であろう。

学   長
（役員会）

監事，監査室
（ＥＭＳ内部監査チーム）

各関係委員会

各学部長，各センター・附属施設（校園，病院等含む）長，
事務局各部長等（部局等ＥＭＳ責任者）

各学科長，事務（部）長，事務局各課長等
（ＥＭＳ推進担当者）

教職員，学生，生徒等

各構内事業者責任者
（ＥＭＳ推進担当者）

 職      員

既設役職・組織に役割付加

新 規 設 置 組 織

EMSコア

総務担当理事（ＥＭＳ総括責任者）

ＥＭＳ学生委員会基本構想委員会
  評価分析室
     ＥＭＳ専門部 ＥＭＳ事務局

  環境保全センター
  総務部企画課
  施設部施設企画課

↑Bottom-up ↓Top-down

学   長
（役員会）

ＥＭＳ総括責任者（理事） ＥＭＳ内部監査チーム

ＥＭＳ事務局

各関係委員会

部局等ＥＭＳ責任者

ＥＭＳ推進担当者

教職員，学生，生徒等

ＥＭＳ推進担当者

 職      員

ＥＭＳ学生委員会基本構想委員会
  評価分析室
     ＥＭＳ専門部

Action 学   長
（役員会）

ＥＭＳ総括責任者（理事） ＥＭＳ内部監査チーム

ＥＭＳ事務局

各関係委員会

部局等ＥＭＳ責任者

ＥＭＳ推進担当者

教職員，学生，生徒等

ＥＭＳ推進担当者

 職      員

ＥＭＳ学生委員会基本構想委員会
  評価分析室
     ＥＭＳ専門部

Plan

学   長
（役員会）

ＥＭＳ総括責任者（理事） ＥＭＳ内部監査チーム

ＥＭＳ事務局

各関係委員会

部局等ＥＭＳ責任者

ＥＭＳ推進担当者

教職員，学生，生徒等

ＥＭＳ推進担当者

 職      員

ＥＭＳ学生委員会基本構想委員会
  評価分析室
     ＥＭＳ専門部

Do学   長
（役員会）

ＥＭＳ総括責任者（理事） ＥＭＳ内部監査チーム

ＥＭＳ事務局

各関係委員会

部局等ＥＭＳ責任者

ＥＭＳ推進担当者

教職員，学生，生徒等

ＥＭＳ推進担当者

 職      員

ＥＭＳ学生委員会基本構想委員会
  評価分析室
     ＥＭＳ専門部

Check

Ｃによる-監査の結果・成果の評価，目標等見直し Ａによる-目標・計画の策定

Ｐによる-計画の実施Ｄによる-成果報告・意見から報告書作成，監査

Action

Do

Plan

Check

学長（役員会）

成果の評価，改善への

目標等見直し

EMS内部監査チーム

成果のチェック等

基本構想委員会

EMS専門部

環境方針に基づく計画

目標・実施計画の策定

部局等EMS責任者

EMS推進担当者

計画の実施

継続的改善

（P.13･14）

環境配慮促進法について (P.2～)

  環境配慮促進法は，環境報告書を作成することを義務事項とするが，その狙いは，大学に環境配慮の観点に立った教育・研究活動を促すことにある。環境報告書は，社会に
向けた大学のメッセージであって，大学の社会的責任が形となって示されたものでなければならない。大学ステークホルダーは，大学に研究・教育と同時に環境に配慮し
た活動をも求めているのである。環境報告書はステークホルダーとのコミュニケーションツールであって，環境配慮に資する成果の公開は，本学のブランドイメージを高める
とともに，その持続可能性を向上する重要な機会でもある。

大学

環境
報告書

環境
報告書

環境報告書によるステークホルダーとの対話環境報告書によるステークホルダーとの対話環境報告書によるステークホルダーとの対話

環境配慮の状況によるステークホルダーの意志決定
（入学・求人・資金投資等）

環境配慮への世論の醸成と大学の取組を促す。

環境
報告書

大学の本務

○教育

○研究

○社会的取組（貢献）

大学に
求めること
大学に
求めること
大学に
求めること

ステーク

ホルダー

環境配慮の視点から評価環境配慮の視点から評価環境配慮の視点から評価
世論・風潮世論・風潮世論・風潮

環境配慮
への

取組推進
大学

ブランド力
の向上

「環境配慮促進法」の趣旨（ねらい）

ステークホルダーへ
アピール

ステークホルダーへ
アピール

ステークホルダーへ
アピール

ステークホルダーコミュニケーション
によるブランディング

環境配慮促進法

毎年「環境報告書」を作成し公表する。

対象：61の国立大学法人ほか

国（文科省・環境省）や自治体ではなく，
社会（学内外）に対しての報告である。

■報告する相手は？

「環境報告書」は社会への説明責任

・社会からの大学評価（61大学横並び）
・入学志願者，学生求人数へも影響

環境配慮行動（報告書内容）と報告書の進展レベル

進展レベル

最低レベル

環境ISOレベル

法の趣旨レベル

最高レベル

報告の目的

法対応

説明責任

社会的責任

広報・ＰＲ

報告書内容

環境配慮行動

大学全体での方針・取組
EMS体制の構築

環境への教育・研究・社会貢献

持続可能性報告

法の趣旨レベルでの外部の評価

・報告書ランキング
・中期目標，中期計画との整合

本学理念「自然と人間の共生」

最低限として法の趣旨レベルでの取組が必要

・基本方針設定
・取組体制（ＥＭＳ）構築
・教育，研究，社会貢献での取組

（P.4）

（P.4）

（P.３）

（P.2）
（P.2）


